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市内配水管網の基幹となる管路（主にΦ300㎜以上の配水管）の耐震性の向上を図ることにより、大規模
地震等の被災時に、被害を最小限に留め、⾧期の給水制限を避けることができる。また、応急給水及び応急
復旧活動へ速やかに移行することができる。

目標値や目指すべき状態
水道管（φ300mm以上）
の耐震化率

実績値

令和５年度(令和４年度実施事業分)主要事業評価シート

問題点・課
題等:

市内へ水道水を供給するための基幹的な管路であるため、大規模地震等の被災時に備え、早
期に管路の耐震化を実施する必要がある。
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　市内配水管網の基幹となる管路の耐震化、および透析医療機関等の重要給水施設への路線における耐
震性の高い管路整備については、ほぼ計画どおり実施することができた。
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拡充推進

　大規模地震により水道の被害が想定されるなか、被災時のライフラインを確保することは市民の関心が高いと
ころである。耐震管は、東日本大震災でもほとんど被害が発生しておらず、その耐震性能は高い評価を得てい
ることから、被災時に通水機能を確保する基幹管路の耐震化は必要不可欠であり最重要課題として積極的
に継続して進めていく。
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全体事業期間: 全体事業費等:
会計 水道事業会計

事業内容:
大口径配水管改良工事（青山二丁目地内ほか）、配水管改良工事（岩滑高山町二丁目
地内ほか）を実施する。
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市内へ水道水を供給するための基幹的な管路を早期に耐震化するとともに、透析医療機関等の重要給水施
設への路線を耐震性の高い管路として整備し、大規模地震等の被災時に強いライフラインの構築を図るため。財源内訳

事業概要等

事業概要:
大口径配水管改良工事、配水管改良工事を実施し、基幹的な管路の耐震化を進めるととも
に、透析医療機関等の重要給水施設への路線を耐震性の高い管路として整備する。

事業目的:
大規模地震等の被災時において早期の給水が求められる透析医療機関や避難所などの重要給
水施設への水道水を確保する。

目標値

得
ら
れ
た
成
果
と

実
績
値 成果指標

水道管（φ300mm以上）の耐震化率
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　大口径配水管改良工事については、昭和40年代に布設された耐震性に劣る配水管の布設替工事をほぼ
計画どおり実施することができた。また、医療機関等重要給水施設への管路整備についてもほぼ計画どおり実
施し、令和5年度に完了する見込みである。
　今後も継続して、配水管整備計画等をもとに基幹管路の耐震化工事を実施し、大規模地震等に備えて強
靭な水道の構築を図る必要がある。
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